
議案第１５９号

　　　平成２７年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　平成２８年 ９ 月 ５ 日提出

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

平成２７年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営

企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、平成２７年度川崎

市下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査

委員の意見を付して認定を求める。



   平 成 ２７ 年 度 川 崎 市   下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益 △

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　　1,793,609,222円

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 6,452,935円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　      49,188円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 44,236,213,000 0 0 44,236,213,000 44,236,213,000 1,738,138,744

第１項 営 業 費 用 35,661,743,000 0 0 35,661,743,000 35,661,743,000 1,196,484,541 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 8,012,519,000 0 0 8,012,519,000 8,012,519,000 513,159,022 ※２

第３項 特 別 損 失 541,951,000 0 0 541,951,000 541,951,000 8,495,181 ※３、５

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税      558,817,960円

  ※２　うち仮払消費税及び地方消費税　 　   5,796,882円

  ※３　うち仮払消費税及び地方消費税　 　 　　 71,623円

  ※４　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　2,212,612円

　※５　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　　　1,988円

0 0 0 533,455,819 0

0 0 0 0 0

0 0 0 34,465,258,459 0

0 0 0 7,499,359,978 0

円 円

下 水 道 事 業 費 用 0 0 0 42,498,074,256 0

に よ る

に よ る 繰 越 額

繰 越 額

円 円 円 円

流
用
増
減
額

小   計

地方公営

合     計

企業法第

企業法第 26条第2

26条第2 項の規定

項の規定

※３

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

地方公営

不  用  額

備
 
 
考

当初予算額 補正予算額 予備費支出額

1,010,000 0 0 1,010,000 4,570,111 3,560,111

※１

9,521,367,000 0 0 9,521,367,000 9,221,246,937 300,120,063 ※２

36,407,965,000 0 0 36,407,965,000 35,969,487,125 438,477,875

下 水 道 事 業 収 益 45,930,342,000 0 0 45,930,342,000 45,195,304,173 735,037,827

決算額の増減
出額に係る財源充当額

円 円 円 円 円 円

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

予算額に比べ

備     考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第24条

合     計第3項の規定による支



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

  第１項 31,591,000,000 0 31,591,000,000 36,625,000,000 32,946,000,000 △ 3,679,000,000

（1）翌年度へ繰下発行

（2）不用額

  第３項 5,001,900,000 0 5,001,900,000 6,960,612,000 5,184,580,000 △ 1,776,032,000

  第４項 89,530,000 0 89,530,000 89,530,000 13,142,285 △ 76,387,715

  第５項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第７項 5,784,680,000 0 5,784,680,000 5,784,680,000 5,434,670,000 △ 350,010,000

  第９項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税  　　　 149,601円

資 本 的 収 入
0 10,000 0 △ 10,000  第10項

そ の 他
10,000 0 10,000 0

投 資 収 入 0 0

売 却 代 金
10,000 2,046,366 2,036,366 ※１  第８項

固 定 資 産
10,000 0 10,000 0 0

基 金 繰 入 金 0 0

0 30,000 0 △ 30,000  第６項
水 洗 便 所 等

30,000 0 30,000 0
貸 付 事 業 収 入

寄 附 金 0 0

負 担 金 0 0

5,000,000円

国 庫 補 助 金 1,958,712,000 0

545,990,390
3,674,000,000円

出 資 金
  第２項

一 般 会 計
3,129,260,000 0 3,129,260,000 0 0 3,129,260,000 3,675,250,390

※企業債収入減額内訳

  する額

企 業 債 5,034,000,000 0

0 52,589,152,000 47,255,689,041 △ 5,333,462,959第１款
下 水 道 事 業

45,596,440,000 0 45,596,440,000 6,992,712,000
資 本 的 収 入

決算額の増減

財 源 充 当 額

円 円

区       分

                                予                  算                  額

決  算  額 備    考
当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

合    計

予算額に比べ



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 17,027,093,000 0 0 0 17,027,093,000 6,998,000,000 0 24,025,093,000 18,420,423,180 4,853,000,000 0 4,853,000,000 751,669,820 ※１

  第２項 44,638,675,000 0 0 0 44,638,675,000 0 0 44,638,675,000 44,638,674,908 0 0 0 92

  第４項 2,748,935,000 0 0 0 2,748,935,000 0 0 2,748,935,000 2,748,925,000 0 0 0 10,000

  第５項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　1,236,451,681円

　資本的収入額（翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額 7,478,000円は除く。）が資本的支出額 に不足する額 18,559,812,047円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

 887,354,775円、繰越工事資金 5,288,000円、減債積立金 2,163,658,706円、過年度分損益勘定留保資金 1,143,316,221円及び当年度分損益勘定留保資金 14,360,194,345円で補てんした。

0 0 30,000
貸付事業費

投 資

予 備 費

30,000 0 0 30,000 0 0  第３項
水洗便所等

30,000 0 0 0

0 4,853,000,000 761,709,912
資 本 的 支 出

建設改良費

償 還 金

64,424,733,000 6,998,000,000 0 71,422,733,000 65,808,023,088 4,853,000,000第１款
下 水 道 事 業

64,424,733,000 0 0 0

予備費

第26条の規定に 逓  次 第26条の規定に 逓  次

支出額

よ る 繰 越 額 繰越額 よ る 繰 越 額 繰越額

地方公営企業法 継続費

合     計

地方公営企業法 継続費

合     計
区       分

                                 予                    算                    額

決  算  額

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額 備考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
減
額

小   計



（単位  円）

１

（１） 22,233,928,615

（２） 11,728,593,342

（３） 137,672,217

（４） 21,030,357

（５） 54,653,372 34,175,877,903

２

（１） 1,252,682,158

（２） 1,067,284,166

（３） 4,389,191,969

（４） 125,824,659

（５） 137,672,217

（６） 105,705,585

（７） 9,602,674

（８） 1,696,317,282

（９） 1,031,831,760

（10） 22,944,846,279

（11） 1,054,281,090

（12） 91,200,660 33,906,440,499

269,437,404

３

（１） 102,083,292

（２） 847,558,453

（３） 8,086,090,798

（４） 180,159,989 9,215,892,532

受 取 利 息 及 び 配 当 金

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

プ ー ル 事 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

水 質 指 導 費

受 託 事 業 費

普 及 促 進 費

貸 付 助 成 事 業 費

業 務 費

総 係 費

そ の 他 営 業 収 益

プ ー ル 事 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

平成２７年度川崎市下水道事業損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 負 担 金

受 託 事 業 収 益



４

（２） 128,898,850 7,148,613,493 2,067,279,039

2,336,716,443

５

（１） 132,999

（２） 2,997,433

（３） 1,388,503

（４） 1,988 4,520,923

６

（１） 1,988

（２） 1,432,168

（３） 531,950,040 533,384,196 △528,863,273

1,807,853,170

522,152,606

2,163,658,706

4,493,664,482

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

7,019,714,643

営 業 外 費 用

（１）
支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費



平成２７年度川崎市下 水道事業剰余金計算書

（平成２７年４月１日から 平成２８年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

4,493,664,482 4,493,664,482 141,862,333,086

1,807,853,170 1,807,853,170 1,807,853,170

当年度末残高 114,177,294,364 4,799,388,292 18,358,955,727 33,030,221 23,191,374,240 0

0 0 387

当年度純利益 0 0 0 0 0 0

2,163,658,706 0 0

資産の交換 0 387 0 0 387 0

0 0 3,675,250,390

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 △ 2,163,658,706

3,971,511,876 1,807,853,170 5,483,103,947

一般会計出資金の受入れ 3,675,250,390 0 0 0 0 0

522,152,606 2,685,811,312 136,379,229,139

当年度変動額 3,675,250,390 387 0 0 387 △ 2,163,658,706

0 0 0

処分後残高 110,502,043,974 4,799,387,905 18,358,955,727 33,030,221 23,191,373,853 2,163,658,706

0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0

522,152,606 2,685,811,312 136,379,229,139

前年度処分額 0 0 0 0 0 0

減債積立金
未処分利益

剰余金
利益剰余金

合計

前年度末残高 110,502,043,974 4,799,387,905 18,358,955,727 33,030,221 23,191,373,853 2,163,658,706

資本金

剰余金

資本合計

資本剰余金 利益剰余金

受贈財産
評価額

国庫補助金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

処分後残高 114,177,294,364 23,191,374,240 2,685,811,312

議会の議決による処分額 0 0 △ 1,807,853,170

減債積立金の積立て 0 0 △ 1,807,853,170

平成２７年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書（案）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 114,177,294,364 23,191,374,240 4,493,664,482

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,177,594,253

イ 46,239,052,477

△26,028,502,569 20,210,549,908

ウ 851,092,777,874

△346,930,041,265 504,162,736,609

エ 168,260,402,345

△96,869,951,685 71,390,450,660

オ 3,289,732

△2,969,229 320,503

△769,741,938 246,021,955

キ 88,002,710

△18,876,059 69,126,651

ク 25,508,805,868

665,765,606,407

（２）無形固定資産

ア 50,078,130

イ 16,505,350

ウ 6,287,500

エ 1,108,468

73,979,448無 形 固 定 資 産
合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産
合 計

地 上 権

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

カ
工 具 器 具
及 び 備 品

1,015,763,893

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

平成２７年度川崎市下水道事業貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額



（３）投資その他の資産

ア 33,030,221

イ 4,360,353

△4,360,353 0

ウ 10,690,795,000

10,723,825,221

676,563,411,076

２

（１） 4,820,991,362

（２） 11,723,594,700

△79,654,801 11,643,939,899

（３） 937,197,000

（４） 9,414,892

17,411,543,153

693,974,954,229

         負  債  の  部

３

（１）

イ 70,950,000,000

299,941,043,957

（２） 55,230,234

（３）

ア 603,700,511

603,700,511

300,599,974,702

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

228,991,043,957

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退職給付引当金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

基 金

破産更生債権等

貸 倒 引 当 金

公債償還準備金

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計



４

（１）

イ 6,881,000,000

52,539,439,556

（２） 18,121,968

（３） 12,561,787,375

（４） 53,470,434

（５） 292,831,704

（６） 4,837,370

（７）

ア 237,976,371

237,976,371

65,708,464,778

５

（１）

ア 89,222,521,234

△38,624,636,388 50,597,884,846

イ 1,307,713,564

△711,604,921 596,108,643

ウ 243,599,548,508

△110,592,391,134 133,007,157,374

エ 472,091,674

△335,473,597 136,618,077

オ 2,915,836,349

△1,497,170,581 1,418,665,768

99,509,688

△51,762,733 47,746,955

185,804,181,663

552,112,621,143

カ
そ の 他
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負 担 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

未 払 費 用

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

45,658,439,556

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

流 動 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債



         資  本  の  部

６ 114,177,294,364

７

（１）

ア 4,799,388,292

イ 18,358,955,727

33,030,221

23,191,374,240

（２）

4,493,664,482

4,493,664,482

27,685,038,722

141,862,333,086

693,974,954,229

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

ア
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

国 庫 補 助 金

ウ
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 金



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

     建物        ８～５０年 

     構築物      １０～６５年 

     機械及び装置    ６～５０年 

     車両及び運搬具   ２～ ６年 

     工具器具及び備品  ２～２０年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

ウ リース資産 

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（２）引当金の計上方法 

ア 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額に

相当する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。なお、一般会計が負担

すると見込まれる雨水処理費相当額は２３，６５４，３３７円である。 



なお、会計基準変更時の差異２，６５９，７５０，１９９円（一般会計が負担

すると見込まれる額６７３，２７０，１０１円を除く。）については、平成２６年

度から５年にわたり均等額を費用処理している。 

ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支払

に備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度

の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額は、当事業年度の費用として処理し、特定収入仮払

消費税額については長期前受金と相殺している。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

重要な非資金取引 

（１）現物出資の受入れによる資産の取得 

   当事業年度、新たに計上した現物出資の受入れによる資産の取得額は次のとおり

である。 

   構築物   １６５，５２９，８１７円 

   地上権    ５０，０７８，１３０円 

   施設利用権     ４８６，０００円 

（２）ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当事業年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

は、それぞれ次のとおりである。 

リース資産  ２５，２７４，６５５円 

リース債務  ２７，２９６，６２７円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は



１５２，５０３，１８０，０００円である。 

（２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

 川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもって

単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  ２２，０５８，１１８円 

   １年超  ２４，２７２，０５５円 

    計   ４６，３３０，１７３円 

 

６ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで

ある。 

  短期リース債務  １８，１２１，９６８円 

  長期リース債務  ５５，２３０，２３４円 

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

  当事業年度において、債権の貸倒れによる損失として２３，０６５，６０９円を

処理するため、貸倒引当金２３，０６５，６０９円を取り崩している。 

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当事業年度において、職員の退職手当として４１２，５７５，０６０円を支給す

るため、退職給付引当金３２９，６４７，４７３円を取り崩し、一般会計から雨水

処理負担金として８２，９２７，５８７円を繰り入れている。 

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当事業年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法

定福利費として、７７５，４０３，３２８円を支給（支払）するため、賞与引当金



２４１，６６５，５０２円を取り崩している。 

 


